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【第 221回国会】令和８年５月 14日（木）、第９回の委員会が開かれました。 

 

１ 防災庁設置法案（内閣提出第 13号） 

防災庁設置法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案（内閣提出第 14号） 

・高市内閣総理大臣、牧野国務大臣（防災庁設置準備担当）及び政府参考人に対し質疑を行い、質疑を

終局しました。 

・両案について採決を行った結果、いずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しまし

た。 

（賛成－自民、中道、維新、国民、参政、みらい） 

・両案に対し小里泰弘君外６名（自民、中道、維新、国民、参政、みらい）から提出された附帯決議案

について、西園勝秀君（中道）から趣旨説明を聴取しました。 

・採決を行った結果、全会一致をもってこれを付することに決しました。 

（賛成－自民、中道、維新、国民、参政、みらい） 

（質疑者）田中昌史君（自民）、西園勝秀君（中道）、青柳仁士君（維新）、佐々木真琴君（国民）、山田

瑛理君（みらい）、谷公一君（自民）、近藤和也君（中道）、田中健君（国民）、工藤聖子君（参

政）、平沼正二郎君（自民） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

田中昌史君（自民） 

 

（１） 首都直下地震等の大規模災害時における高齢者等の身体機能の維持や災害関連死の防止に向けた取

組の計画上の位置付け 

（２） 医療・福祉・リハビリ分野の専門人材の活用 

ア 災害時の動員可能人数及び専門人材の確保に向けた自治体への支援方針 

イ 自治体と専門職団体との連携の状況及び連携に関する標準モデルを自治体に示す必要性 

ウ 医療福祉施設が被災地へ職員を派遣しやすくなるような各種支援制度整備の必要性 

（３） 広域災害を前提とした自治体横断的な防災体制の構築及び防災専門人材の全自治体への配置促進・

育成強化並びに発災時に国が人材を迅速に派遣する仕組みの整備等についての牧野大臣の見解 

 

西園勝秀君（中道） 

 

防災庁の設置 

ア 林野火災用にゲル化消火剤を国主導で導入、配備する必要性 

イ 危険地域からの移転促進等を踏まえた公営住宅への入居要件緩和の必要性 

ウ 大都市圏の大規模災害に備えた広域的避難の体制構築を平時から防災庁主導で推進する必要性 

エ 津波避難時の車両使用の要件等を明記した地区防災計画策定への支援促進 

オ 支援物資の適切な管理と効率的な投入を機能させるための全自治体を対象とした訓練の実施につ

いての牧野大臣の見解 

 

青柳仁士君（維新） 

 

（１） 防災庁が自助・共助の取組も含めた防災体制の構築に向けて司令塔機能を発揮する必要性について

の牧野大臣の見解 

（２） 民間防災人材の登録制度 

ア 個人を対象とした防災人材の登録制度を創設する必要性についての牧野大臣の見解 
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イ 個人を対象とした登録制度創設に当たっての課題 

（３） 防災庁設置に当たっての復興庁の位置付け 

ア 今後東日本大震災の被災地域を含む新たな大規模災害が発生した場合の対応主体についての牧野

大臣の見解 

イ 防災庁と復興庁が別の組織であることが望ましい理由についての牧野大臣の見解 

ウ 現時点における復興庁の設置期限の延長予定の有無についての牧野大臣の見解 

 

佐々木真琴君（国民） 

 

（１） 避難行動の変化を踏まえた避難者の情報管理システムの構築 

ア 避難行動の変化についての政府の認識 

イ 防災庁設置を見据えた避難者の情報管理システムに係る自治体間連携の実現時期及び具体的取組 

ウ 防災庁が責任を持ってシステムの整備を推進していく必要性 

（２） 地域防災の担い手の減少を踏まえた災害対応 

ア 人口減少社会における地域防災の担い手不足についての認識 

イ 人口減少時代に対応した防災体制の構築のための取組 

（３） 岩手県大槌町の林野火災と三陸沖を震源とする地震に伴う北海道・三陸沖後発地震注意情報による

観光産業への影響及び対応 

ア 観光産業に与えた影響 

イ 人命保護及び経済への影響のバランスを踏まえた情報発信 

ウ 観光事業者への支援や経済的レジリエンス向上に係る検討状況 

 

山田瑛理君（みらい） 

 

（１） 災害派遣デジタル支援チーム（Ｄ―ＣＥＲＴ）の今後の運用方針 

（２） フェーズフリー等の考え方を取り入れた実効的な防災訓練の全国展開についての牧野大臣の見解 

 

（ここから内閣総理大臣出席） 

 

谷公一君（自民） 

 

（１） 防災庁の基本的な役割 

（２） 更なる予算措置及び人員確保の必要性 

（３） 防災立国の推進に向けた内閣総理大臣の決意 

 

近藤和也君（中道） 

 

（１） 令和６年能登半島地震・豪雨被害からの復旧復興における課題及びこれまでの災害対応の知見を防

災庁で活用する必要性 

（２） 防災庁の設置 

ア 防災専門人材の確保及び育成の必要性並びに平時及び有事における司令塔機能の在り方 

イ 感染症等避難行動等を伴う自然災害以外の事態についても積極的に関与する必要性 

（３） 防災大学校（仮称）の在り方 

（４） 防災庁が勧告権を行使する基準 

 

青柳仁士君（維新） 
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（１） 個人を対象とした防災人材の登録制度を創設する必要性及び防災活動の重要性 

（２） 復興庁の設置期限を延長する予定の有無 

 

田中健君（国民） 

 

（１） 災害対策基本法に基づく市町村の業務が過大であることから災害時における国・県・市町村の役割

を見直す必要性 

（２） 発災後48時間以内に国が避難所支援ユニットを避難所に運搬する等、大規模災害発生時に国が実施

すべき事項をあらかじめ策定する必要性 

（３） 国際緊急援助隊を国内の大規模災害に対しても派遣できる制度とする必要性 

（４） 災害対応を行う機関の人員について防災庁が横断的に把握することや訓練の実施等を行う必要性 

（５） 受援体制を整える必要性及び平時に訓練を行う必要性 

 

工藤聖子君（参政） 

 

（１） 防災庁設置法において「自治体の防災力強化への支援」を規定する必要性 

（２） 災害対策に精通した中央省庁の職員を被災地へ迅速に派遣できる体制を構築する予定の有無 

 

山田瑛理君（みらい） 

 

（１） 防災庁設置を契機としてあらゆる施策に防災の観点を盛り込むことに向けた内閣総理大臣の決意 

（２） 災害関連死をゼロとすることを目指していくことに向けた内閣総理大臣の決意 

 

（ここまで内閣総理大臣出席） 

 

平沼正二郎君（自民） 

 

防災庁の設置 

ア 発災時における被害状況の把握体制の強化に向けた取組方針 

イ 災害シミュレーションの強化及びシミュレーションに基づく訓練等の実施 

ウ 現地災害対策本部の設置及び対応に関するマニュアル整備の必要性及び取組状況 

エ 上下水道等の耐震化の進捗状況及びインフラ強化に向けて防災庁が国土強靱化に果たす役割 

オ 防災分野における国際連携の推進に向けた取組方針 

カ 防災に関する基本政策及び国家戦略の立案についての牧野大臣の見解 

 

工藤聖子君（参政） 

 

（１）今後整備される防災関連システムにおいて取り扱われる被災者情報の範囲 

（２）デジタル行政推進法等改正案（内閣提出第 53号） 

ア 被災者情報等の外資系企業への提供による安全保障上のリスクに対する政府の認識 

イ 災害時に収集した被災者情報等が外資系企業に提供される可能性の有無 

 


